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【 事 項 書 】 

１．議題 

（１）桑名市空家等対策計画（案）について 

（２）桑名市空家等指導要綱（案）について 

 

２．その他 

【桑名市空家等対策協議会委員名簿】 
【平成28年度委員】                （あいうえお順・敬称略） 

協議会委員 法告示専門分野 所属等 

荒木  慎矢 警察職員 三重県桑名警察署 生活安全課長 

石田  美穂 行政書士 三重県行政書士会 桑名支部 副支部長 

伊藤  徳宇 市町村長 桑名市長 

岩崎  恭典 大学教授等 四日市大学 学長 総合政策学部 教授 

加治 多加志 まちづくり等 桑名商工会議所 青年部 はまぐり会 会長 

片岡  直也 社会福祉士 三重県社会福祉士会 会員 

河原  光良 法務局職員 津地方法務局桑名支局 表示登記専門官 

佐藤  美子 民生委員 桑名市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 

服部  祥子 弁護士 愛知県弁護士会 会員 

平野  一枝 宅地建物取引士 三重県宅地建物取引業協会 会員 

藤原   隆 自治会役員 桑名市自治会連合会 会長 

村木  大真 司法書士 三重県司法書士会 桑員支部長 

森  美香子 一級建築士 三重県建築士会 桑員支部 青年委員長 

森田  尚孝 消防職員 桑名市消防本部 予防課長 

安田  典生 土地家屋調査士 三重県土地家屋調査士会 会員 

【 開催状況 】 

平成 28 年度第２回 委員 事務局 オブザーバー 傍聴者 

会議出席者等人数 １５ ９ ６ ２ 
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【 開催記録 】 
 

【事 務 局】 ～司会進行～ 

 

事項書１．議題 

（１）桑名市空家等対策計画（案）について 

【会  長】議題（１）桑名市空家等対策計画（案）について、説明を事務局に求めます。 

【事 務 局】 ～議題（１）資料を基に説明～ 

【会  長】第１回の対策協議会で提示された対策計画（案）に対しまして、委員の皆様からご指摘

いただいた点を盛り込んだ形で事務局より対策計画（案）の説明がありました。委員の皆

様からご意見等ございましたらお願いいたします。 

【委  員】先日ありました自治会連合理事会では各地区の役員の方から空家についてのご意見が出

まして、参考資料（１）の最後にまとめていただいていますが、これからの空家対策とし

ましては、壊すだけではなく地域の人が有効活用することもひとつの方法だと思います。 

【会  長】私も連合理事会に参加させていただきましたが、各地域をまとめていらっしゃる方々に

とって空家は大きな心配事だと感じました。連合理事会で出ましたご意見も参考にした対

策計画（案）となっておりますので、皆様からもご意見をいただければと思います。 

【委  員】先日他県でゴミ屋敷が火事になったというニュースを見ました。空家の所有者もそうで

すが、周りの住民が被害にあってからでは遅いと思いますので、消防や警察の分野から未

然に予防できるような取り締まりはできないのでしょうか。 

【委  員】消防としましては火災の原因は追究しますが、放火となった場合は警察の範疇となりま

す。また、空家に対しましては火災予防条例によって指導等を行っていますが、人が住ん

でいるゴミ屋敷に対しては空家には該当しませんので火災予防条例の空家として指導す

ることができない状況です。もちろん火災予防上危険な部分があれば指導を行いますが、

空家とゴミ屋敷では対応方法が異なります。 

【委  員】取締法令としては、個人の敷地内に物を置いていることに対して規制するのは難しいと

思いますが、この特措法の目的でいえば、そういった管理が行き届いていない空家や景観

を損なう空家に対して所有者の調査を進めていき、指導することによって結果として防災

に繋がることだと思います。また、所有者が高齢で管理ができていない状況であれば、家

族の方にご協力いただくように助言・指導していくなど、強制的に取締を行うのは最終手

段として、助言・指導していくことが法の目的に沿った流れだと思います。 

【委  員】空家等の所有者の調査権を市から各自治会に譲渡することはできないのでしょうか。 

【事 務 局】市民の方が調査を行った場合、調査に際して万が一所有者等とトラブルになり危害を加

えられた時の補償等が難しいため、調査に関しては行政機関を頼っていただければと思い

ます。 

【委  員】空家を所有している人に対して、空家管理のガイドラインの様なものはないのでしょう

か。 

【事 務 局】空家の維持管理に関しましては、国土交通省の住宅局が紹介しています全国の啓発事例

を基に、桑名市にあった内容の資料をパブリックコメントに向けて作成中です。 

【委  員】身寄りがない高齢の方で施設に入所しているケースなど、元々住んでいた家が空家にな

り、管理や相続が困難な場合があるかと思います。そういったケースの対策等はあるので

しょうか。 

【事 務 局】対策計画（案）の 13 頁を見ていただきますと、「高齢者等ひとり一人への支援に向け

た専門家等との連携」としまして、法務や不動産の専門家に相談のできる体制を充実させ

たいと考えております。対策計画（案）の 11 頁を見ていただきますと、平成 28 年 1 月

13 日時点で三重県司法書士会の相談窓口を市のホームページで案内する体制を整備して

おります。他団体でも空家の相談窓口等を作られた団体がございましたらこういった連携

体制を整備していきますので、ご協力いただければと思います。 

【委  員】老朽化していない空家に関してはシェアハウスとして活用する方法もあるかと思います。 

【事 務 局】活用方法の一つとして考えられます。 

【委  員】シェアハウスの話が出ましたが、四日市の企業が行う事業で、国土交通省のモデル事業

に選ばれたシェアハウスの試みがあり、四日市大学ではこの事業に学生を参加させ実際に
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入居するといった取り組みを行っています。この取り組みに参加する中で感じたことが、

空家の所有者と住み手にはお互いに要望があるため、所有者と住み手との間には民間の事

業者が入らないことにはこういったシェアハウスの試みはうまくいかないように感じま

した。また、活用が難しい老朽化の激しい建物に関しては、所有者に所有を放棄してもら

い公的な用地として公園等に利用したり、地域の市民農園として利用するなどの跡地利用

の方法も有効かと思います。 

【会  長】都市公園法も変わってきて民間の持つ公園というのも注目されていますので、そういっ

た活用法も入れていければと思います。議題（１）は以上となります。 

 

（２）桑名市空家等指導要綱（案）について 

【会  長】議題（２）桑名市空家等指導要綱（案）について、説明を事務局に求めます。 

【事 務 局】 ～議題（２）資料を基に説明～ 

【会  長】桑名市空家等指導要綱（案）について、各委員よりご意見等はいかがでしょうか。 

【委  員】指導要綱（案）の第４条についてですが、各自治会の中にも地方自治法に基づく地縁団

体に該当する自治会と該当しない自治会があるかと思います。今の書き方ですと地方自治

法に基づく地縁団体以外からの通報に対してどのように対応するかを検討する必要があ

るかと思います。 

【事 務 局】第４条の記述につきましては、対象を明確にするために地方自治法の記述を加えました

が、全ての自治会が対象となるよう精査して再度検討いたします。 

【委  員】同じく第４条についてですが、自治会からではなく個人の方が直接市に相談に来ても対

応はしてもらえるのでしょうか。 

【事 務 局】個人同士の１対１での話については双方で対応してもらうものと考えます。対象の空家

が地域として問題となっており、個人から自治会へ、自治会から市へ相談をいただくこと

で、情報の共有にもなると考えますので、個人の方には自治会を通して相談いただくよう

に案内いたします。 

【会  長】他にご意見はよろしいでしょうか。委員の皆様からいただいたご意見を踏まえまして、

より充実したものになるように作成を事務局にお願いいたします。議題（２）は以上でご

ざいます。 

 
議題について 

【会  長】議題を振り返りまして、言い忘れた点やご不明な点などはございますでしょうか。 

【委  員】空家を活用していくという流れの中で気を付けなければならないのは、民泊の問題は注

意しなければならないと思います。活用策としてあってもいいとは思いますが、住宅街の

真ん中で空家を民泊に活用しても地域の安全安心を脅かすことにもなります。空家対策に

ついては、地域社会で問題として受け止め、地域で解決できるような仕組みを作っていく

ことが基本だと思います。そういった点では自治会長に間に入っていただけるとありがた

いのですが、今以上に自治会長の負担が増えてしまいますが、その点はいかがでしょうか。 

【委  員】これ以上負担を増やさないでくれといった声もありますが、空家に関してはどの自治会

でも無視はできない課題だと思います。また、地域によっても様々で問題意識の温度差も

あるかとは思いますが、様々な活用方法などを示していければと思います。 

【事 務 局】今の民泊の話も含めまして、多角的に検討ができるよう、空家の位置を地図上にプロッ

トし情報を重ねていくデータベースシステムの作成準備を進めているところです。将来庁

内の他課でも活用できればと考えております。 

【会  長】他にご意見等無いようなので、議題は以上でございます。以後の進行は事務局にお願い

します。 

 

事項書２．その他 

【事 務 局】 ～その他事務連絡～ 

【事 務 局】 ～閉会挨拶～ 
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平成 28 年度第２回桑名市空家等対策協議会 

【配布資料一覧】 

 

１．事項書 

２．協議会委員等名簿（所属等改正版） 

３．平成28年度第２回桑名市空家等対策協議会議題資料 

・桑名市空家等対策計画（案）・・・・・・・・・・・・・・・ 議題(1)資料 

・桑名市空家等指導要綱（案）・・・・・・・・・・・・・・・ 議題(2)資料 

・平成28年度第１回桑名市空家等対策協議会開催記録・・・・・参考資料(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 配布資料は、第１回協議会で配布したファイルに綴り保管をお願いします。 
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【 事 項 書 】 

１．議題 
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（２）桑名市空家等指導要綱（案）について 

２．その他 

 

 

 

 

 

 



 

 

平成28年度桑名市空家等対策協議会委員等名簿 

【協議会委員名簿】               （あいうえお順・敬称略） 

協議会委員 法告示専門分野 所属等 

荒木  慎矢 警察職員 三重県桑名警察署 生活安全課長 

石田  美穂 行政書士 三重県行政書士会 桑名支部 副支部長 

伊藤  徳宇 市町村長 桑名市長 

岩崎  恭典 大学教授等 四日市大学 学長 総合政策学部 教授 

加治 多加志 まちづくり等 桑名商工会議所 青年部 はまぐり会 会長 

片岡  直也 社会福祉士 三重県社会福祉士会 会員 

河原  光良 法務局職員 津地方法務局桑名支局 表示登記専門官 

佐藤  美子 民生委員 桑名市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 

服部  祥子 弁護士 愛知県弁護士会 会員 

平野  一枝 宅地建物取引士 三重県宅地建物取引業協会 会員 

藤原   隆 自治会役員 桑名市自治会連合会 会長 

村木  大真 司法書士 三重県司法書士会 桑員支部長 

森  美香子 一級建築士 三重県建築士会 桑員支部 青年委員長 

森田  尚孝 消防職員 桑名市消防本部 予防課長 

安田  典生 土地家屋調査士 三重県土地家屋調査士会 会員 

【会議構成委員名簿】              （あいうえお順・敬称略） 

協議会委員 法告示専門分野 全体会議 措置部会 

荒木  慎矢 警察職員 ○ ○ 

石田  美穂 行政書士 ○  

伊藤  徳宇 市町村長 ○(※１)  

岩崎  恭典 大学教授等 ○(※２) ○(※１) 

加治 多加志 まちづくり等 ○  

片岡  直也 社会福祉士 ○  

河原  光良 法務局職員 ○ ○ 

佐藤  美子 民生委員 ○  

服部  祥子 弁護士 ○ ○ 

平野  一枝 宅地建物取引士 ○  

藤原   隆 自治会役員 ○ ○(※２) 

村木  大真 司法書士 ○  

森  美香子 一級建築士 ○ ○ 

森田  尚孝 消防職員 ○ ○ 

安田  典生 土地家屋調査士 ○  

備考：表中(※１)は会長又は部会長を、(※２)は副会長又は部会長代理を示します。 

【桑名市空家等対策協議会事務局】 

〒511-8601：桑名市中央町 2 丁目 37 番地（市役所 4 階）桑名市都市整備部建築開発課内 

連絡先 【Tel：0594-24-1295、Fax：0594-24-3287、E-mail：kenchikaim@city.kuwana.lg.jp】 



 

 

【事務局職員名簿】                （H28.10.5一部改正） 

事務局職員 事務局:都市整備部 建築開発課 （括弧内:ワーキング会議での役割） 

林   孝夫 都市整備部 理事                         

堀    清 〃   次長                         

西尾  英哲 〃  建築開発課 課長                （全体） 

吉村  誠幸 〃   課長補佐兼開発指導係長兼道路整備係長（施策） 

田中  昌紀 〃   建築審査係長兼建築指導係長     （措置） 

馬渕   愛 〃   建築指導係主任                

小寺  大輔 〃   道路整備係兼開発指導係       （施策） 

塚本  佳史 〃   建築審査係             （全体） 

長坂  俊秀 〃   建築指導係             （措置） 

【事務局オブザーバー名簿】 

参加部･室 参加各課（課長級職員） 

都市整備部 都市整備課           課長  小林 代二 

建築住宅課           課長  佐藤 正弘 

市長公室 政策経営課           主幹  西田 喜久 

市民安全部 防災･危機管理課 生活安全対策室 室長  安達 一人 

経済環境部 環境政策課           課長  加藤 宏一 

廃棄物対策課          課長  中山 勝博 

【参考：桑名市空家等対策ワーキング会議の各部各課参加リスト】 

参加部･室 参加各課 ワーキング会議での役割分担 

都市整備部 事務担当：建築開発課 全体 措置 施策 

都市整備課   ○ 

建築住宅課   ○ 

土木課  ○  

用地監理課  ○  

市長公室 政策経営課 ○   

総務部 総務課 ○   

財政課 ○   

税務課 ○   

情報政策課 ○   

市民安全部 防災･危機管理課(生活安全対策室) ○   

地域コミュニティ課   ○ 

市民課  ○  

経済環境部 環境政策課 ○   

廃棄物対策課 ○   

商工観光課   ○ 

保健福祉部 福祉総務課   ○ 

上下水道部 営業課  ○  

消防本部 予防課  ○  

計：８部 計：１８課（事務担当課を除く） ８課 ５課 ５課 

＜ワーキング会議での役割分担：概要＞ 
【全 体】：措置班及び施策班の検討を取纏め空家等対策計画案の作成を行う。 
【措置班】：空家等の特定、調査及び指導等措置に関する対応の検討等を行う。 
【施策班】：空家等の管理、利活用及び支援事業等施策に関する検討等を行う。 

 



 

 

 

 

桑 名 市 空 家 等 対 策 計 画（第2回案） 
 

 

標記(案)は、桑名市空家等対策計画を策定するための骨子です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

桑 名 市 

 

（平成 28 年度：第 2回桑名市空家等対策協議会） 

 

 

 

議題（１）資料 



骨 子 

第１章 桑名市空家等対策計画について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

１－１ 目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
１－２ 計画の位置づけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
１－３ 計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
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 第１章 桑名市空家等対策計画について 

旧：第1回（案） 新：第2回（案） 

１-１ 目的 

近年、適切な管理等が行われていない

空家等から発生する問題（防災、衛生、

景観等において地域住民の生活環境に悪

影響を及ぼしている等）が全国的な課題

となっていることから、国は、平成26年

11月27日に「空家等対策の推進に関する

特別措置法（平成26年法律第127号。以下

「空家法」という。）」を公布し、平成

27年５月26日に完全施行し、空家等対策

を本格的に始めたところです。 

空家法では、第４条で「市町村は、第

６条第１項に規定する空家等対策計画の

作成及びこれに基づく空家等に関する対

策の実施その他の空家等に関する必要な

措置を適切に講ずるよう努めるものとす

る。」と規定しており、本市の空家等に

関する対策を総合的かつ計画的に実施す

ることを目的に、第６条第１項の規定に

基づき「桑名市空家等対策計画（以下「本

計画」という。）」を、ここに定めます。 

 

１-２ 計画の位置づけ 

本計画は、本市の行政内部の関係所管の

ほか、地域住民、不動産・法務・建築・ま

ちづくり等専門家、民間事業者など、住ま

い・まちづくりを担う各主体が連携して取

組む総合的な空家等対策の方向性を示す

ものです。 

本計画は、本市のまちづくりの基本と

なる桑名市総合計画「平成27（2015）年

度から平成36（2024）年度」の基本構想

で目指す将来像（「快適な暮らしを次世

１-１ 目的 

近年、適切な管理等が行われていない

空家等から発生する問題（防災、衛生、

景観等において地域住民の生活環境に悪

影響を及ぼしている等）が全国的な課題

となっていることから、国は、平成26年

11月27日に「空家等対策の推進に関する

特別措置法（平成26年法律第127号。以下

「法」という。）」を公布し、平成27年

５月26日に完全施行し、空家等対策を本

格的に始めたところです。 

法第４条では、「市町村は、第６条第

１項に規定する空家等対策計画の作成及

びこれに基づく空家等に関する対策の実

施その他の空家等に関する必要な措置を

適切に講ずるよう努めるものとする。」

と規定しており、本市の空家等に関する

対策を総合的かつ計画的に実施すること

を目的に、法第６条第１項の規定に基づ

き「桑名市空家等対策計画（以下「本計

画」という。）」を、ここに定めます。 

 

１-２ 計画の位置づけ 

本計画は、本市の行政内部の関係所管の

ほか、地域住民、不動産・法務・建築・ま

ちづくり等専門家、民間事業者など、住ま

い・まちづくりを担う各主体が連携して取

り組む総合的な空家等対策の方向性を示

すものです。 

本計画は、本市のまちづくりの基本と

なる「桑名市総合計画（平成27（2015）

年度から平成36（2024）年度）」及び都

市計画の基本的な方針を示す「桑名市都
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代にも誇れるまち」、「桑名市の魅力が

自他ともに認められるまち」）の実現に

向けて取組む基本計画の「魅力ある住環

境の推進」と連携を図る計画とします。 

本計画は、都市計画の基本的な方針を

示した「桑名市都市計画マスタープラン」

等の本市行政計画のほか、県内の住宅施

策の基本となる「三重県住生活基本計画」

や「三重県耐震改修促進計画」の空家等

対策に係る計画との連携を図りつつ推進

していきます。 

 

１-３ 計画期間 

本計画の当初計画期間は、桑名市総合計

画の基本構想の実施にあたる基本計画「前

期：平成27（2015）年度から平成31（2019）

年度」の改定時機を見据え、次のとおりと

します。 

◆ 当初計画期間：「平成29（2017）年度か

ら平成31（2019）年度」の「３年間」 

なお、本計画は、国の空家政策の動向や、

社会・経済情勢の変化等を踏まえ、計画内

容について必要に応じ適宜見直しを行う

ものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市計画マスタープラン（平成20（2008）

年度から平成37（2025）年度）」などの行

政計画のほか、県内の住宅施策の基本と

なる「三重県住生活基本計画」及び「三

重県耐震改修促進計画」の空家等対策に

係る計画との連携を図りつつ推進してい

きます。 

 

 

 

 

 

１-３ 計画期間 

本計画の当初計画期間は、桑名市総合計

画の基本構想の実施にあたる基本計画前

期（平成27（2015）年度から平成31（2019）

年度）の改定時機を見据え、次のとおりと

します。 

◆ 当初計画期間：「平成29（2017）年度か

ら平成31（2019）年度」の「３年間」 

なお、本計画は、国の空家政策の動向や、

社会・経済情勢の変化等を踏まえ、計画内

容について必要に応じ適宜見直しを行う

ものとします。 

 

１-４ 用語の定義 

本計画における用語の意義は、法の例に

より、本計画策定に用いた各種調査の出典

資料の用語の意義は、それぞれの調査の例

によるものとします。したがって、本計画

においては、「空き家」を「空家等」とし

て記載するものとします。 
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 第２章 空家等の現状について 

第1回（案） 第2回（案） 

２－１ 桑名市の空家等の現状 

（１）住宅・土地統計調査 

住宅・土地統計調査とは、住宅とそこに

居住する世帯の居住状況等の実態を把握

し、その現状と推移を明らかにするため、

５年ごとに国が行う調査です。なお、本調

査は抽出調査であり、調査結果の数値は推

計値です。 

 

住宅・土地統計調査における「空き家」

は、「①二次的住宅 （別荘等）」、「②

賃貸用の住宅」、「③売却用の住宅」、「④

その他の住宅」の４つに分類されます。「④

その他の住宅」については、①から③まで

以外の人が住んでいない住宅で、例えば、

転勤・入院などのため居住世帯が長期にわ

たって不在の住宅や建て替えなどのため

に取り壊すことになっている住宅などを

いいます。 

【参考】住宅・土地統計調査による住宅の種類 

 
 
 
 
 
※この節２-１(1)の「住宅・土地統計調査結果」は、国

（総務省統計局）によります。その他の出典について

は、適宜記載します。 

※空家法に規定する「空家等」の定義とは異なり、共同

住宅等の空室も含みます。このため、住宅・土地統計

調査結果では、「空き家」と表記しています。 

○ 住宅戸数・空き家数及び空き家率 

平成25年住宅・土地統計調査によると、

全国の｢住宅総数｣は約６千63万戸と５年

前の平成20年住宅・土地統計調査から約

305万戸（5.3％）増加しており、｢空き家

数｣も約820万戸と５年間で約63万戸

２－１ 空家等の現状 

（１）住宅・土地統計調査 

住宅・土地統計調査とは、住宅とそこに

居住する世帯の居住状況等の実態を把握

し、その現状と推移を明らかにするため、

５年ごとに国（総務省統計局）が行う調査

です。 

なお、本調査は抽出調査であり、調査結

果の数値は推計値です。 

この調査における「空き家(※)」は、「①

二次的住宅 (別荘等)」、「②賃貸用の住

宅」、「③売却用の住宅」、「④その他の

住宅」の４つに分類されます。 

「④その他の住宅」については、①から

③まで以外の、人が住んでいない住宅で、

例えば、転勤・入院などのため居住世帯が

長期にわたって不在の住宅や建て替えな

どのために取り壊すことになっている住

宅などをいいます。 

【参考】住宅・土地統計調査による住宅の種類 

 
 
 
 
 
（※）法に規定する「空家等」の定義とは異なり、共同

住宅等の空室も含みます。このため、住宅・土地統計

調査結果では、「空き家」と表記しています。 

 

 

 

【住宅戸数・空き家数及び空き家率】 

住宅・土地統計調査結果を＜表１＞に

とりまとめ、平成25年と平成20年を比較

しますと、平成25年の全国の「住宅総数」

は、約６千63万戸と５年間で約305万戸増

加し、｢空き家数｣は、約820万戸と５年間
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（8.3％）増加しています。「空き家率」

（表１※１）では、13.5％と５年間で

0.4％増加し過去最高となり、｢その他の

住宅」（表１※２）の｢空き家率｣では、

5.3％と５年間で0.6％増加しています。 

三重県の｢住宅総数｣は、約83万１千戸

と５年間で約４万１千戸（5.1％）増加し、

｢空き家数｣では、約12万９千戸と５年間

で約２万４千戸（22.8％）増加していま

す。｢空き家率｣では、15.5％と５年間で

2.3％増加し、｢その他の住宅｣の｢空き家

率｣は、8.3％と５年間で1.6％増加してお

り、全国を上回る状況にあります。 

 

本市の｢住宅総数｣は、約５万８千戸と

５年間で約３千戸（4.8％）増加し、｢空

き家数｣では、約６千５百戸と５年間で約

１千戸（19.1％）増加しています。｢空き

家率｣では、11.4％と５年間で1.4％増加

し、｢その他の住宅｣の｢空き家率｣は、

5.9％と５年間で0.9％増加しており、三

重県の他市町よりは増加は少ないものの

｢その他の住宅」の｢空き家率｣は、全国を

上回る状況にあります。 

＜表１：住宅・土地統計調査結果より＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(※1) 空き家率：全住宅総数に占める空き家の割合 

(※2) その他の住宅：空き家のうち、別荘等の二次的

住宅、賃貸用住宅、売却用住宅を除いた住宅 

 

（２）住宅総数と世帯及び人口の動向 

平成25年の本市の住宅総数は約５万８

千戸、世帯数は約５万６千世帯あり、平

で約63万戸増加しています。｢空き家率｣

は、13.5％と５年間で0.4％増加し過去最

高となり、｢その他の住宅｣の「空き家率」

は、 5.3％と５年間で0.6％増加していま

す。 

平成25年の三重県の｢住宅総数｣は、約

83万１千戸と５年間で約４万１千戸増加

し、｢空き家数｣は、約12万９千戸と５年

間で約２万４千戸増加しています。｢空き

家率｣は、15.5％と５年間で2.3％増加し、

全国の13.5％を上回り、｢その他の住宅｣

の｢空き家率｣は、8.3％と５年間で1.6％

増加し、全国の5.3％を上回る状況にあり

ます。 

平成25年の本市の｢住宅総数｣は、約５

万８千戸と５年間で約３千戸増加し、｢空

き家数｣は、約６千５百戸と５年間で約１

千戸増加しています。｢空き家率｣は、

11.4％と５年間で1.4％増加し、全国及び

三重県を下回りますが、｢その他の住宅｣

の｢空き家率｣では、5.9％と５年間で

0.9％増加し、三重県より増加は少ないも

のの｢その他の住宅」の｢空き家率｣では、

全国の5.3％を上回る状況にあります。 

＜表１：住宅・土地統計調査結果より＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（２）住宅総数と世帯及び人口の動向 

平成25年の本市の住宅総数は約５万８

千戸、世帯数は約５万６千世帯あり、平

 住宅・土地統計調査における住宅 その他の住宅(※2） 

平成 

25年 

住宅総数 

(A)戸 

空き家数 

(B)戸 

空き家率(※1) 

(C＝B/A)％ 

空き家数 

(D)戸 

空き家率(※1) 

(E＝D/A)％ 

全 国 60,628,600 8,195,600 13.5 3,183,600 5.3 

三重県 831,200 128,500 15.5 69,000 8.3 

桑名市 57,760 6,560 11.4 3,430 5.9 

平成 

20年 

住宅総数 

(A)戸 

空き家数 

(B)戸 

空き家率(※1) 

(C＝B/A)％ 

空き家数 

(D)戸 

空き家率(※1) 

(E＝D/A)％ 

全 国 57,586,000 7,567,900 13.1 2,681,100 4.7 

三重県 791,000 104,600 13.2 53,200 6.7 

桑名市 55,140 5,510 10.0 2,770 5.0 

(※1) 空き家率：全住宅総数に占める空き家の割合 

(※2) その他の住宅：空き家のうち、別荘等の二次的住宅、賃貸用住宅、売却用住

宅を除いた住宅 
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成20年から平成25年の５年間、住宅総数

が世帯数を上回っています。 

桑名市総合計画では、本市の人口は平

成29（2017）年をピークに減少に転じる

と推計され、社会的な状況変化等に伴い、

今後も空き家が増加するものと推察され

ます。 

＜表２：桑名市の住宅総数と世帯及び人口の動向＞ 

 
 
 

(※1) 住宅総数：表１の｢住宅・土地統計調査結果｣

によります。 

(※2) 世帯数及び人口：各年度末月日の｢桑名市人口

統計｣によります。住民基本台帳を基にした数

であるため、国（総務省）が行う国勢調査の数

と異なります。 

(参考) 平成28年3月の桑名市人口統計｢世帯数：

57,345世帯、人口：143,088人｣ 

 

（３）自治会の協力による状況調査 

本市では、２-１(1)の｢住宅・土地統計

調査｣の結果を参考とし、市内の空き家等

の状況を把握するため、平成 27 年 10 月

６日に開催された平成27年度桑名市自治

会連合会理事会において、空き家等の状

況調査の実施にご理解とご協力をいただ

き、地域の実情に詳しい自治会に住民の

視点で、以下の手順による状況調査を実

施しました。 

【 調査の依頼及び回収の手順 】 

・自治会長宛に調査依頼及び資料を郵送

配布：平成 27年 10 月６日付（適宜発送） 

・調査結果の回収：平成 27 年 12 月 25 日

を目途（調査済みの自治会から適宜回収） 

◆調査及び回収の流れ（自治会連合会理

事会説明資料）・・・・[巻末資料①] 

【 調査の内容 】 

・自治会で把握する空き家等の「件数、

管理状況、状態、位置」についての調査。 

成20年から平成25年の５年間、住宅総数

が世帯数を上回っています。 

桑名市総合計画では、本市の人口は平

成29（2017）年をピークに減少に転じる

と推計され、社会的な状況変化等に伴い、

今後も空き家が増加するものと推察され

ます。 

＜表２：桑名市の住宅総数と世帯及び人口の動向＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（３）自治会の協力による状況調査 

本市では、２-１(1)の｢住宅・土地統計

調査｣の結果を参考とし、市内の空き家等

の状況を把握するため、平成 27 年 10 月

６日に開催された平成27年度桑名市自治

会連合会理事会において、空き家等の状

況調査の実施にご理解とご協力をいただ

き、地域の実情に詳しい自治会に住民の

視点で、以下の手順による状況調査を実

施しました。 

【 調査の依頼及び回収の手順 】 

・自治会長宛に調査依頼及び資料を郵送

配布：平成 27年 10 月６日付（適宜発送） 

・調査結果の回収：平成 27 年 12 月 25 日

を目途（調査済みの自治会から適宜回収） 

◆調査及び回収の流れ（自治会連合会理

事会説明資料）・・・・[巻末資料①] 

【 調査の内容 】 

・自治会で把握する空き家等の「件数、

管理状況、状態、位置」についての調査。 

平成 住宅総数 (※1) 世帯数 (※2) 人口 (※2) 

25年 57,760 戸 55,957 世帯 142,510 人 

20年 55,140 戸 53,502 世帯 141,975 人 

 

平成 住宅総数 (※1) 世帯数 (※2) 人口 (※2) 

25年 57,760 戸 55,957 世帯 142,510 人 

20年 55,140 戸 53,502 世帯 141,975 人 

(※1) 住宅総数：表１の｢住宅・土地統計調査結果｣によります。 

(※2) 世帯数及び人口：各年度末月日の｢桑名市人口統計｣によります。住民基本台

帳を基にした数であるため、国（総務省）が行う国勢調査の数と異なります。 

(参考) 平成28年3月の桑名市人口統計「世帯数：57,345世帯、人口：143,088人」 
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・自治会が抱える空き家等問題の気にな

ることを「自由意見欄」で任意に求めた。 

◆桑名市空き家等状況調査（調査資料及

び記入例等）・・・・・・[巻末資料②] 

【 調査の結果 】 

・この調査の結果から、市内には「2,301

※注」の空家等数が存在することが分り

ました。 

・空家等問題意識を自由意見欄にご記入

いただいた「163」の自治会では、所有関

係、維持管理、環境衛生、防火防犯に対

する不安などの問題が多い傾向が見られ

ました。 

◆桑名市空き家等状況調査（結果）・・ 

・・・・・・・・・・・[巻末資料③] 

＜表３：調査結果の概要(平成 28 年 2月 4日取り纏め)＞ 

 

 

 

 

 

(※1)調査対象：平成27年９月26日現在の結成自治会

「687」のうち、｢32｣自治会（国・県・市及び都市再

生機構等（民間企業を含む。）が管理主体で、居住

等使用者が住宅、企業等が所有又は管理する寮及び

住宅（賃貸を含む。)のほか、公共施設を除きます。 

(※2)調査期間：平成 27 年 10 月６日～平成 28 年２月

４日（最終）「640（97.7％）」 

(※3)空家等数：本調査では、「空家等」を「空き家等」

と称し、「年間を通して人が使用していない住宅、

店舗、工場等の建築物」と定義しています。なお、

表記戸数には、共同住宅の空室も多数含まれていま

す。 

(※4)平成28年2月4日以降に増加した数字を含むた

め、関係資料では「1」違います。 

 

（４）所有者等への協力による状況調査 

本市では、２-１(3)で実施した自治会

の協力による調査結果から、空き家等の

所有者等と思われる方を特定し、所有等

の確認、管理状況、活用検討など、所有

者等の意識や抱える問題など、以下の状

況調査を適宜実施しています。 

・自治会が抱える空き家等問題の気にな

ることを「自由意見欄」で任意に求めた。 

◆桑名市空き家等状況調査（調査資料及

び記入例等）・・・・・・[巻末資料②] 

【 調査の結果 】 

・この調査の結果から、市内には「2,302

件」の空き家等が存在することが分りま

した。 

・空き家等問題意識を自由意見欄にご記

入いただいた「163」の自治会では、所有

関係、維持管理、環境衛生、防火防犯に

対する不安などの問題が多い傾向が見ら

れました。 

◆桑名市空き家等状況調査（結果）・・ 

・・・・・・・・・・・・[巻末資料③] 

＜表３：調査結果の概要(平成 28 年 2月 4日取り纏め)＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）所有者等の協力による状況調査 

本市では、２-１(3)で実施した「桑名

市空き家等状況調査」の結果から、空き

家等の所有者等と思われる方に、所有者

等の視点から、所有関係の確認、管理の

状況、活用の検討、意識や抱える問題な

ど、以下の調査を実施しています。 

調査対象自治会数 

（※1） 

調査済自治会数 

（※2） 

空家等数 

（※3） 

自由意見欄の 

記入自治会数 

桑名地区：540 528（※4） 1,834（※4） 138 

多度地区： 22 22 154 2 

長島地区： 93 91 314 23 

合  計：655  641（※4） 2,302（※4） 163 

 

調査対象自治会数 

（※1） 

調査済自治会数 

（※2） 

空き家等数 

（※3） 

自由意見欄の 

記入自治会数 

桑名地区：540 528（※4） 1,834（※4） 138 

多度地区： 22 22 154 2 

長島地区： 93 91 314 23 

合  計：655  641（※4） 2,302（※4） 163 

(※1)調査対象：平成27年９月26日現在の結成自治会「687」のうち、｢32｣自治会（国・

県・市及び都市再生機構等（民間企業を含む。）が管理主体で、居住等使用者

が住宅、企業等が所有又は管理する寮及び住宅（賃貸を含む。)のほか、公共

施設を除きます。 

(※2)調査期間：平成 27年 10 月６日～平成 28 年２月４日「回答率：97.7％」 

(※3)空き家等：本調査では、「年間を通して人が使用していない住宅、店舗、工

場等の建築物」を「空き家等」と定義しています。なお、表記戸数には、共同

住宅の空室も多数含まれています。 

(※4)平成28年2月4日以降増加分「1件」が含めており、巻末資料③とは異なります。 
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◆桑名市空き家等所有者等状況調査（実

施中）・・・・・・・・[巻末資料④] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）行政内の連携による実態調査 

本市では、２-１(3)で実施した自治会

の協力による調査結果と２-１(4)で実施

【調査の依頼及び回収の手順】 

・調査依頼及び調査資料配布：平成 28 年

5 月 11 日から（各所有者等に適宜郵送） 

・調査期間：調査依頼日から平成 28 年 9

月 30 日（時点）（※10月を回収の目途） 

◆空き家等所有者等への状況調査（調査

資料及び記入例等）・・・[巻末資料④] 

【調査の内容】 

・所有者等が把握する空き家等の状況「所

有関係、空き家等の認識、空き家等とな

った理由、管理状況、規模･構造･設備、

有効活用など」20項目について調査。 

・所有者等が抱える問題や有効活用など

の意識調査を「自由意見欄」で任意に求

めた。 

【調査の結果】 

・調査対象の空き家等「2039 件」の所有

者等「2832 名」に本調査を実施した結果、

「1486 名」から回答をいただき、回答率

は約 59％（平成 28年 9月 30 日時点）。 

◆空き家等所有者等への状況調査（途中

結果）・・・・・・・[巻末資料④] 

＜表４：調査結果の概要（平成 28 年 9月 30 日時点）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）桑名市職員による現地状況調査 

本市では、２-１(3)で実施した「桑名

市空き家等状況調査」の結果による「2302

調査結果の概要 桑名地区 多度地区 長島地区 合計 

調査対象数：Ａ 1641 143 255 2039（件） 

調査送付数：Ｂ 2268 236 328 2832（名） 

調査回答数：Ｃ 1219 86 181 1486（名） 

調査返戻数：Ｋ 251 63 20  334（名） 

自由意見記入数 417 21 53  491（名） 

調査回答率：％ 60 50 59   59（％） 

Ａ：桑名市空き家等状況調査の結果から得られた「2302 件」の空き家等について、

法第２条に基づく「空家等」として、法第９条第１項の規定による空家等の所有

者等を把握するための調査を法第 10 条第１項の規定に基づき行い、固定資産税

の課税情報で把握できた「建物又は建物及び土地」の「2039 件」の空家等の所有

者等と思われる「2832 名」を対象としています。なお、建物全体が空家等になっ

ていないマンション等及び所有者等の特定ができない空家等については、本調査

の対象外としています。 

Ｂ：Ａの所有者等「2832名」への調査依頼送付数 

Ｃ：Ｂにより回答いただいた所有者等の数 

Ｋ：Ｂにより送付したが未送達であった数 

調査回答率：（Ｃ／（Ｂ－Ｋ））×100％ 
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した空き家等所有者等への状況調査の結

果から、実態を把握するための現地調査

を適宜実施しています。 

 

◆桑名市空き家等現地状況調査（実施

中）・・・・・・・・・[巻末資料⑤] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件」の空き家等から、２-１(4)で実施し

た「空き家等所有者等への状況調査」の

対象となる「2039件」の空き家等につい

て、以下の調査を実施しています。 

◆桑名市空き家等現地状況調査（調査資

料）・・・・・・・・・[巻末資料⑤] 

【調査の内容】 

・法に基づく空家等に該当するかどうか

を把握するため、法第９条第１項の規定

に基づく調査として、空家等の状況（用

途、構造、階数、利用、エネルギー使用、

付属物、衛生、環境、維持管理）を外観

目視により実施。 

◆桑名市空き家等現地状況調査（途中結

果）・・・・・・・・[巻末資料⑤] 

【調査の結果】 

・外観目視により、電気・ガス・水道等

の引き込みやメーターの稼働状況、更地

であった場合など、空家等には該当しな

い場合も多数含まれていました。 

◆桑名市空き家等現地状況調査（途中結

果）・・・・・・・・[巻末資料⑤] 

＜表５：調査結果の概要（平成 28 年 9月 30 日時点）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果の概要 桑名地区 多度地区 長島地区 合計 

調査対象数  ：Ａ 1641 143 255 2039（件） 

調査実施数  ：Ｂ 540   0 61  601（件） 

空家等該当数 ：Ｃ 439   0 56 495（件） 

空家等非該当数：Ｄ  75   0  4   79（件） 

更地であった数：Ｅ  26   0  1   27（件） 

空家等該当率 ：％      81.2      0.0 91.8 82.3（％） 

※調査進捗率 ：％      32.9      0.0 23.9 29.4（％） 

Ａ：桑名市空き家等状況調査の結果から得られた「2302 件」の空き家等について、

法第２条に基づく「空家等」として、法第９条第１項の規定による空家等の所有

者等を把握するための調査を法第 10 条第１項の規定に基づき行い、固定資産税

の課税情報で把握できた「建物又は建物及び土地」の「2039 件」の空き家等を対

象としています。したがって、建物全体が空家等になっていないマンション等及

び所有者等の特定ができない空き家等については、本調査の対象外としていま

す。 

Ｂ：Ａの調査を実施した数 

Ｃ：Ｂの結果、空家等に該当した数 

Ｄ：Ｂの結果、空家等に該当しない数 

Ｅ：Ｂの結果、更地であった数 

空家等該当率：（Ｃ／Ｂ）×100％ 

※調査実施中につき、進捗状況を調査進捗率「（Ｂ／Ａ）×100％」として記載。 
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２－２ 桑名市の空家等対策への課題 

（１）住宅・土地統計調査の結果から 

本市の空家等の状況を、２-１(1)＜表

１＞の住宅・土地統計調査結果による「住

宅戸数・空き家数率」及び「空き家率」

の平成 20年から平成 25年の５年間の動

向を増加戸数（増加率）として比較する

と、｢住宅総数｣では約３千戸（4.8％）増

加、｢空き家数｣では約１千戸（19.1％）

増加、｢空き家率｣では 1.4％増加していま

すが、全国及び三重県内の動向と比較す

ると、増加戸数（増加率）及び空き家率

は下回る状況です。 

しかし、｢その他の住宅｣の｢空き家率｣

を比較すると、0.9％増加しており、三重

県の他市町よりも増加は少ないものの全

国を上回る状況にあり、その他の住宅の

空き家率の増加を抑制する取組が課題で

す。 

 

（２）住宅総数と世帯・人口の動向から 

本市の平成20年から平成25年の５年間

の住宅総数と世帯及び人口の動向を２-

１(2)＜表２＞で比較すると、住宅総数が

世帯数を上回っています。 

桑名市総合計画では、本市の人口は平

成29（2017）年をピークに減少に転じる

と推計され、社会的な状況変化等に伴い、

今後も住宅総数が世帯数を上回るものと

推察されることから、住宅総数が世帯数

を上回る地区では、空家化する予防や空

家等の活用に取組む対策が課題です。 

 

（３）自治会の協力による状況調査の結果

から 

地域住民の視点から、２-１(3)で実施

２－２ 空家等対策の課題 

（１）住宅・土地統計調査の結果から 

本市の空き家等の状況を、２-１(1)＜

表１＞の住宅・土地統計調査結果による

「住宅戸数・空き家数率」及び「空き家

率」の平成 20年から平成 25年の５年間

の動向を増加戸数（増加率）としてそれ

ぞれ比較すると、｢住宅総数｣では約３千

戸（4.8％）増加、｢空き家数｣では約１千

戸（19.1％）増加、｢空き家率｣では 1.4％

増加しています。 

全国及び三重県の動向と比較すると、

増加戸数（増加率）及び空き家率は下回

る状況ですが、｢その他の住宅｣の｢空き家

率｣の平成 20年から平成 25年の５年間を

比較すると、0.9％増加しており、三重県

よりも増加は少ないものの全国を上回る

状況にあり、「その他の住宅」の空き家

率の増加を抑制する取り組みが課題で

す。 

（２）住宅総数と世帯・人口の動向から 

本市の平成20年から平成25年の５年間

の住宅総数と世帯及び人口の動向を２-

１(2)＜表２＞で比較すると、住宅総数が

世帯数を上回っています。 

桑名市総合計画では、本市の人口は平

成29（2017）年をピークに減少に転じる

と推計され、社会的な状況変化に伴い、

今後も住宅総数が世帯数を上回るものと

推察されることから、住宅総数が世帯数

を上回る地区では、空家化する予防や空

家等の活用への取り組みが課題です。 

 

（３）自治会の協力による状況調査の結果

から 

地域住民の視点から、２-１(3)で実施
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した状況調査の結果では、自治会が抱え

ている空き家等諸問題として、所有関係、

維持管理、環境衛生、防火防犯への現状

や将来を不安とする意見が多かったこと

から、不安解消への取組が課題です。 

 

 

（４）所有者等への協力による状況調査の

結果から 

所有者等の視点から、２-１(4)で実施

している「空き家等所有者等への状況調

査」から、建物・土地所有等の相続、管

理方法、活用方法、法規制、税制上の対

応など、課題として考えられます。 

 

（５）行政内の連携による実態調査の結果

から 

空き家等の所有者の特定作業や、現地

の実態を調査し、行政が関与すべき事案

に該当するのかどうかを見極める基準の

整備、関連法令への適合性への対応のほ

か、（２）及び（３）の課題に取組む際の

重点地区等を検討する指標となる空家等

数の算出定義の検討も課題として考えら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した「桑名市空き家等状況調査」の結果

では、自治会が抱えている空き家等諸問

題として、所有関係、維持管理、環境衛

生、防火防犯への現状や将来を不安とす

る意見が多かったことから、不安解消へ

の取り組みが課題です。 

 

（４）所有者等の協力による状況調査の結

果から 

所有者等の視点から、２-１(4)で実施

している「空き家等所有者等への状況調

査」から、建物・土地所有等の相続、管

理方法、活用方法、法規制、税制上の対

応など、課題として考えられます。 

 

（５）桑名市職員による現地状況調査の結

果から 

桑名市職員による現地の状況調査の結

果から、行政が関与すべき事案に該当す

るのかどうかを見極める基準の整備、関

連法令への適合性への対応、（２）及び

（３）の課題に取り組むべき重点地区等

の選定、所有者等が特定できなかった空

家等へ対応、潜在的な空家等数を把握す

るための方法などの検討が課題です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

 第３章 空家等対策の基本的な方針について          

第1回（案） 第2回（案） 

３－１ 空家等対策の対象 

（１）対象とする空家等の種類 

第２章の桑名市の空き家等の現状か

ら、２-１(1)｢住宅・土地統計調査｣の結

果では、｢その他の住宅｣の空き家が増加

傾向にあること、また、２-１(3)｢空き家

等状況調査｣の結果では、年間を通して人

が使用していないと思われる｢住宅、店

舗、工場等の建築物｣が各自治会に存在し

ていることから、これら調査結果を踏ま

え、本計画における｢空き家等｣は、原則、

空家法第２条第１項に規定する｢空家等｣

とします。 

なお、空家法では、建物１棟が空家と

なっているものを対象としており、共同

住宅で一部が空室となっているものは対

象外とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対象とする区域 

第２章の桑名市の空き家等の現状か

ら、２-１(3)｢空き家等状況調査｣の結果

では、｢空家等｣が各自治会に存在してお

り、本計画の対象地区は、原則、「本市

全地区」とします。 

 

 

３－１ 空家等対策の対象 

（１）対象とする空家等の種類 

第２章の空家等の現状から、２-１(1)

の「住宅・土地統計調査」の結果では、｢そ

の他の住宅｣の空き家が増加傾向にある

こと、また、２-１(3)の「桑名市空き家

等状況調査」の結果では、年間を通して

人が使用していないと思われる｢住宅、店

舗、工場等の建築物｣が各自治会に存在し

ていることから、これら調査結果を踏ま

え、本計画における｢空き家等｣は、原則、

法第２条第１項に規定する｢空家等｣とし

ます。 

なお、法では、建物１棟が空家となっ

ているものを対象としており、共同住宅

で一部が空室となっているものは対象外

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対象とする区域 

第２章の空家等の現状から、２-１(3)

の「桑名市空き家等状況調査」の結果で

は、年間を通して人が使用していないと

思われる｢住宅、店舗、工場等の建築物｣

が各地区に存在することから、本計画の

対象地区は、原則、｢本市全地区｣としま

す。 
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（３）重点対象地区等の検討 

第２章の桑名市の空き家等の現状か

ら、２-１(3)の｢空き家等状況調査｣の結

果を踏まえ、以下の手順で重点対象地区

の検討を行います。 

 

◆空き家等状況調査に関する検討事項・・

[巻末資料⑥] 

【 調査結果を踏まえた空家等数を推定 】 

・調査結果を踏まえ、空家等対策を重点

的に促進すべき地区を推定し優先順位を

見極めるため、次の検討事項より定義し

算出した数等の値を空家等率として推定

します。 

【 空家等率の算出定義 】 

・空家等率：桑名市の統計人口世帯数に

占める空家等（※１）の割合。 

なお、（※１）は、調査結果で得られた

空家等の数（加入自治会世帯）に未加入

自治会での空家等の数（推定）を合計し

たもの。 

・不適正管理空家等率：桑名市統計世帯

数に占める「適正に管理されていないと

見受けられる空家等」（※２）の割合。 

なお、（※２）は、調査結果で得られた

数（加入自治会）に未加入自治会での空

家等の数（推定）を合計したもの。 

・危険な空家等率：桑名市統計世帯数に

占める「このまま放置されると危険であ

る（※３）」と思われる空家等の割合。 

なお、（※３）は、調査結果で得られた

数（加入自治会）に未加入自治会での空

家等の数（推定）を合計したもの。 

【 空家等率の地区別概要 】 

・試行算出した空家等率の地区別概要を

「表４」で示します。長島地区では空家

（３）重点対象地区等の検討 

第２章の空家等の現状から、２-１(4)

の「空き家等の所有者等への状況調査」

では、約7割が桑名市内に在住している結

果が見られ、空家等の多い地区への啓発

活動など、検討を行います。 

◆空き家等所有者等への状況調査の結果

から・・・・・・・・・[巻末資料⑥] 

また、２-１(3)の「桑名市空き家等状況

調査」の結果を踏まえ、空家等対策を重点

的に促進すべき地区の優先順位を見極め

るため、次の方法により、｢空家等数｣及び

「空家等率｣を算出し重点対象地区の検討

を行います。 

◆空き家等状況調査に関する検討事

項・・・・・・・・・・[巻末資料⑦] 
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等率では一番高く、不適正管理空家等率

又は危険な空家等率では一番低い結果と

なり、周辺への悪影響は少ない地区であ

ると想定されます。また、危険な空家等

率が最も高かった多度地区では、このま

ま放置すると危険性が増し、環境・衛生

面・防火・防犯面など、何らかの問題解

決が必要な地区として課題があることが

想定されます。 

＜表４：空家等率から見る地区別概要＞ 

 

 

 

３－２ 空家等対策の基本的な理念 

桑名市総合計画で目指す基本構想（「快

適な暮らしを次世代にも誇れるまち」、

「桑名市の魅力が自他ともに認められる

まち」）の実現に向けて取組む基本計画

の「魅力ある住環境の推進」と連携し、

以下の理念のもとで総合的な空家等対策

を実施します。 

● 市民の安全・安心を確保するための実

効性のある対応 

空家等対策の取組に関する情報を市民

のみなさまに広く周知し、空家等の適正な

管理を促すとともに、周辺に悪影響を及ぼ

す管理不全な空家等に対しては、空家法を

活用した実効性のある改善指導を行い、市

民の安全・安心な暮らしを確保します。 

 

● 地域の活性化・まちの魅力向上に向け

た流通・活用の促進 

利用可能な空家等を地域の資源と捉え

市場流通や活用促進を図ることで、地域の

活性化やまちの魅力向上に繋げます。 

● 実現に向けた地域住民、専門家団体な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 空家等対策の基本的な理念 

桑名市総合計画で目指す基本構想の一

つ「快適な暮らしを次世代にも誇れるま

ち」の実現に向けて取り組む基本計画の

「魅力ある住環境の推進」と連携し、以

下の理念のもとで総合的な空家等対策を

実施します。 

 

● 市民の安全・安心を確保するための実

効性のある対応 

空家等対策の取り組みに関する情報を

市民のみなさまに広く周知し、空家等の

適正な管理を促すとともに、周辺に悪影

響を及ぼす管理不全な空家等に対して

は、法を活用した実効性のある改善指導

を行い、市民の安全・安心な暮らしを確

保します。 

● 地域の活性化・まちの魅力向上に向け

た流通・活用の促進 

利用可能な空家等を地域の資源と捉え

市場流通や活用促進を図ることで、地域

の活性化やまちの魅力向上に繋げます。 

● 実現に向けた地域住民、専門家団体な

調査対象655自治会 桑名地区 多度地区 長島地区 

空家等率 4.7％ 5.0％ 8.4％ 

不適正管理空家等率 0.5％ 0.3％ 0.0％ 

危険な空家率 0.3％ 1.1％ 0.0％ 
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ど多様な主体の連携 

空家等の所有者や行政だけでなく、地

域住民、不動産・法務・建築・まちづく

り等専門家団体、民間事業者などの多様

な主体が相互に連携を図ることで、総合

的な空家等対策の取組を推進します。 

 

３－３ 空家等に関する対策の実施体制 

「３－２ 空家等対策の基本的な理念」

による空家等対策への取組実現に向け、

関係所管、地域住民、専門家団体など多

様な主体との連携を踏まえ、実施体制を

整えます。 

（１）庁内推進体制の整備  

空家等対策は課題が多岐に渡るため、

関係所管と連携して対策を推進すること

が必要です。このため、本計画では、建

築行政の所管となる都市整備部建築開発

課を中心とする空家等対策の推進を図る

ための検討ワーキング会議を重ね、情報

共有を図り、関係所管で必要な施策が行

えるよう庁内推進体制を整えます。 

【参考：桑名市空家等対策ワーキング会議の各部各課参

加リスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ど多様な主体の連携 

空家等の所有者や行政だけでなく、地

域住民、不動産・法務・建築・まちづく

り等専門家団体、民間事業者などの多様

な主体が相互に連携を図ることで、総合

的な空家等対策の取り組みを推進しま

す。 

３－３ 空家等に関する対策の実施体制 

「３－２ 空家等対策の基本的な理念」

による空家等対策への取り組みの実現に

向け、関係所管、地域住民、専門家団体

など多様な主体との連携を踏まえ、実施

体制を整えます。 

（１）庁内推進体制の整備  

空家等対策は課題が多岐に渡るため、

関係所管と連携して対策を推進すること

が必要です。このため、本計画では、建

築行政の所管となる都市整備部建築開発

課を中心とする空家等対策の推進を図る

ための検討ワーキング会議を重ね、情報

共有を図り、関係所管で必要な施策が行

えるよう庁内推進体制を整えます。 

【参考：桑名市空家等対策ワーキング会議の各部各課参

加リスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加部･室 参加各課 ワーキング会議での役割分担 

都市整備部 事務担当：建築開発課 全体 措置 施策 

都市整備課   ○ 

建築住宅課   ○ 

土木課  ○  

用地監理課  ○  

市長公室 政策経営課 ○   

総務部 総務課 ○   

財政課 ○   

税務課 ○   

情報政策課 ○   

市民安全部 防災･危機管理課(生活安全対策室) ○   

地域コミュニティ課   ○ 

市民課  ○  

経済環境部 環境政策課 ○   

廃棄物対策課 ○   

商工観光課   ○ 

保健福祉部 福祉総務課   ○ 

上下水道部 営業課  ○  

消防本部 予防課  ○  

計：８部 計：１８課（事務担当課を除く） ８課 ５課 ５課 

＜ワーキング会議での役割分担：概要＞ 
【全 体】：措置班及び施策班の検討を取纏め空家等対策計画案の作成を行う。 
【措置班】：空家等の特定、調査及び指導等措置に関する対応の検討等を行う。 
【施策班】：空家等の管理、利活用及び支援事業等施策に関する検討等を行う。 

 

参加部･室 参加各課 ワーキング会議での役割分担 

都市整備部 事務担当：建築開発課 全体 措置 施策 

都市整備課   ○ 

建築住宅課   ○ 

土木課  ○  

用地監理課  ○  

市長公室 政策経営課 ○   

総務部 総務課 ○   

財政課 ○   

税務課 ○   

情報政策課 ○   

市民安全部 防災･危機管理課(生活安全対策室) ○   

地域コミュニティ課   ○ 

市民課  ○  

経済環境部 環境政策課 ○   

廃棄物対策課 ○   

商工観光課   ○ 

保健福祉部 福祉総務課   ○ 

上下水道部 営業課  ○  

消防本部 予防課  ○  

計：８部 計：１８課（事務担当課を除く） ８課 ５課 ５課 

＜ワーキング会議での役割分担：概要＞ 
【全 体】：措置班及び施策班の検討を取纏め空家等対策計画案の作成を行う。 
【措置班】：空家等の特定、調査及び指導等措置に関する対応の検討等を行う。 
【施策班】：空家等の管理、利活用及び支援事業等施策に関する検討等を行う。 
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（２）専門家団体との連携  

空家等の所有者や管理者への啓発、中

古住宅としての流通促進、地域の活動拠

点等への活用促進、管理不全の防止や空

家等の跡地の活用を柱とした総合的な空

家対策を推進することを目的に、法務、

不動産、建築等の専門家団体と連携し、

本市のホームページから専門家団体を案

内する体制を整備します。 

 

 

今後も、空家等に関する相談のニーズ

に応じて専門家団体を拡充し、相続から

管理活用に至る空家等の抱える複合的な

課題の解決に向け、連携体制を整備しま

す。 

（３）空家法に基づく協議会の組織  

本計画を策定するにあたり、空家法第

７条に基づき、桑名市空家等対策協議会

を設置し、協議会では、空家等対策を総

合的かつ計画的に実施するための計画と

するため、専門的な視点から多角的に協

議を行う必要性があり、法及び告示（基

本指針）による幅広い専門分野から委員

を選任します。 

【参考：桑名市空家等対策協議会委員名簿】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）専門家団体との連携 

空家等の所有者や管理者への啓発、中

古住宅としての流通促進、地域の活動拠

点等への活用促進、管理不全の防止や空

家等の跡地の活用を柱とした総合的な空

家対策を推進することを目的に、法務、

不動産、建築等の専門家団体と連携し、

本市のホームページから専門家団体を案

内する体制を整備します。 

 

 

今後も、空家等に関する相談のニーズ

に応じて専門家団体を拡充し、相続から

管理活用に至る空家等の抱える複合的な

課題の解決に向け、連携体制を整備しま

す。 

（３）法に基づく協議会の組織  

本計画を策定するにあたり、法第７条

に基づき、桑名市空家等対策協議会を設

置し、協議会では、空家等対策を総合的

かつ計画的に実施するための計画とする

ため、専門的な視点から多角的に協議を

行う必要性があり、法及び告示（基本指

針）による幅広い専門分野から委員を選

任します。 

【参考：桑名市空家等対策協議会委員名簿】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議会委員 法告示専門分野 所属等 

 警察職員 三重県桑名警察署 

 行政書士 行政書士会会員 

 市町村長 桑名市長 

 大学教授等 大学教授等 

 まちづくり等 商工会議所等会員 

 社会福祉士 社会福祉士会会員 

 法務局職員 津地方法務局桑名支局 

 民生委員 民生委員児童委員協議会連合会 

 弁護士 弁護士会会員 

 宅地建物取引士 宅地建物取引業協会会員 

 自治会役員 桑名市自治会連合会 

 司法書士 司法書士会会員 

 建築士 建築士会会員 

 消防職員 桑名市消防本部 

 土地家屋調査士 土地家屋調査士会会員 

１５名 １５分野 

 

選 

任 

す 

る 

委 

員 

の 

任 

期 

は 

２ 

年 

間 

協議会委員 法告示専門分野 所属等 

 警察職員 三重県桑名警察署 

 行政書士 行政書士会会員 

 市町村長 桑名市長 

 大学教授等 大学教授等 

 まちづくり等 商工会議所等会員 

 社会福祉士 社会福祉士会会員 

 法務局職員 津地方法務局桑名支局 

 民生委員 民生委員児童委員協議会連合会 

 弁護士 弁護士会会員 

 宅地建物取引士 宅地建物取引業協会会員 

 自治会役員 桑名市自治会連合会 

 司法書士 司法書士会会員 

 建築士 建築士会会員 

 消防職員 桑名市消防本部 

 土地家屋調査士 土地家屋調査士会会員 

１５名 １５分野 

 

選 

任 

す 

る 

委 

員 

の 

任 

期 

は 

２ 

年 

間 
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（４）住民等からの空家等に関する相談体

制  

周辺へ悪影響を及ぼす空家等に対して

は課題が多岐に渡るため、本市「都市整

備部、経済環境部、市民安全部、消防本

部など」の関係所管の連携体制を構築し、

空家等の所有者又は管理者への改善指導

を実施します。 

周辺住民からの相談に対しては、まず

は相談内容に応じて担当する関係部所が

対応し、課題が複数部所にまたがる案件

に対しては、関係する部所が連携して対

応します。 

なお、相談窓口がわからない場合は、

都市整備部建築開発課が取り纏め、案件

に応じた部所に引き継ぎます。 

 
※ただし除草（枯れ草を含む）に関しては、道路管理者

及び消防署との協議が必要です。 

 

３－４ 空家等対策の取組方針 

空家等対策の取組方針は、次の４つを

柱として、住まいが空家等になる前の利

用中の状態から、空家除却後の跡地活用

まで、住まいの各段階の状況に応じた対

策を講じていきます。 

（１）「空家等の予防」 

（２）「空家等の流通・活用促進」 

（３）「管理不全な空家等の防止・解消」 

（４）「空家等に係る跡地の活用」 

３－５ 空家等対策の取組に対する目標設 

  定 

空家等対策の取組方針の４つの柱か

ら、数量的に指標を設定し、計画、実行、

（４）住民等からの空家等に関する相談体

制  

周辺へ悪影響を及ぼす空家等に対して

は課題が多岐に渡るため、本市「都市整

備部、経済環境部、市民安全部、消防本

部など」の関係所管の連携体制を構築し、

空家等の所有者又は管理者への改善指導

を実施します。 

周辺住民からの相談に対しては、まず

は相談内容に応じて担当する関係部所が

対応し、課題が複数部所にまたがる案件

に対しては、関係する部所が連携して対

応します。 

なお、相談窓口がわからない場合は、

都市整備部建築開発課が取りまとめ、案

件に応じた部所に引き継ぎます。 

 
※ただし除草（枯れ草を含む）に関しては、道路管理者

及び消防署との協議が必要です。 

 

３－４ 空家等対策の取り組み方針 

空家等対策の取り組み方針は、次の４

つを柱として、住まいが空家等になる前

の利用中の状態から、空家除却後の跡地

活用まで、住まいの各段階の状況に応じ

た対策を講じていきます。 

（１）「空家等の予防」 

（２）「空家等の流通・活用促進」 

（３）「管理不全な空家等の防止・解消」 

（４）「空家等に係る跡地の活用」 

３－５ 空家等対策の取組に対する目標設 

  定 

空家等対策の取り組み方針の４つの柱

から、数量的に指標を設定し、計画、実

管理不全の空き家問題の内容 担当部（課） 電話番号 

老朽等危険な建物 都市整備部（建築開発課） 0594-24-1295 

道路への影響（落下物等） 都市整備部（土木課） 0594-24-1213 

ごみ関係の問題 経済環境部（廃棄物対策課） 0594-24-1436 

悪臭、害虫、除草等 経済環境部（環境政策課） 0594-24-1183 

防火関係の問題 消防本部 （予防課） 0594-24-5279 

防犯関係の問題 市民安全部（防災・危機管理課） 0594-24-1337 

 

管理不全の空き家問題の内容 担当部（課） 電話番号 

老朽等危険な建物 都市整備部（建築開発課） 0594-24-1295 

道路への影響（落下物等） 都市整備部（土木課） 0594-24-1213 

ごみ関係の問題 経済環境部（廃棄物対策課） 0594-24-1436 

悪臭、害虫、除草等 経済環境部（環境政策課） 0594-24-1183 

防火関係の問題 消防本部 （予防課） 0594-24-5279 

防犯関係の問題 市民安全部（防災・危機管理課） 0594-24-1337 
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評価、改善に努め、継続に改善しながら

本計画の実施に取組みます。 

（１）「空家等の予防」 

（２）「空家等の流通・活用促進」 

（３）「管理不全な空家等の防止・解消」 

（４）「空家等に係る跡地の活用」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行、評価、改善に努め、継続に改善しな

がら本計画の実施に取組みます。 

（１）「空家等の予防」 

（２）「空家等の流通・活用促進」 

（３）「管理不全な空家等の防止・解消」 

（４）「空家等に係る跡地の活用」 
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 第４章 具体的な施策について                

第1回（案） 第2回（案） 

４－１ 空家等の予防 

第２章の桑名市の空き家等の現状か

ら、高齢化や人口減少が進むことを踏ま

えると、今後も空家等の数が増加するこ

とが予想されます。空家等の増加を抑制

するためには、現に存在する空家につい

て対策を講じることと共に、新たな空家

等の発生を未然に防ぐことが必要となり

ます。このため、以下の取組を実施しま

す。 

○ 啓発ちらし・パンフレットの配布 

空家等の所有者や管理者となった場合、

周辺に迷惑を及ぼさないように、空家等を

適正に管理していただく必要があります。

そのため、所有者・管理者の責務、空家法

の概要、専門家団体窓口の案内を掲載した

パンフレットを作成し、ホームページへの

掲載や市役所及び総合支所等窓口、専門家

団体等に配付することで、適正管理に向け

た情報提供・意識啓発を行います。 

○ 空家等の防犯対策におけるパトロー

ルの実施 

空家等の放火、空家等を利用した犯罪

の発生を未然に防ぐため、桑名市が策定

した防犯アクションプランによる安全パ

トロール活動を行うとともに、危険空家

等の状況を把握し、管理不全な空家等の

未然防止に繋げます。 

○ 専門家団体の相談会における空家等

相談への対応 

専門家団体が主催する相談会等と連携

して、空家等に関する相談や啓発活動を

行います。 

４－１ 空家等の予防 

第２章の空家等の現状から、高齢化や

人口減少が進むことを踏まえると、今後

も空家等の数が増加することが予想され

ます。空家等の増加を抑制するためには、

現に存在する空家について対策を講じる

ことと共に、新たな空家等の発生を未然

に防ぐことが必要となります。このため、

以下の取り組みを実施します。 

 

○ 啓発ちらし・パンフレットの配布 

空家等の所有者や管理者となった場合、

周辺に迷惑を及ぼさないように、空家等を

適正に管理していただく必要があります。

そのため、所有者・管理者の責務、法の概

要、専門家団体窓口の案内を掲載したパン

フレットを作成し、ホームページへの掲載

や市役所及び総合支所等窓口、専門家団体

等に配付することで、適正管理に向けた情

報提供・意識啓発を行います。 

○ 空家等の防犯対策におけるパトロー

ルの実施 

空家等の放火、空家等を利用した犯罪

の発生を未然に防ぐため、桑名市が策定

した防犯アクションプランによる安全パ

トロール活動を行うとともに、危険空家

等の状況を把握し、管理不全な空家等の

未然防止に繋げます。 

○ 専門家団体の相談会における空家等

相談への対応 

専門家団体が主催する相談会等と連携

して、空家等に関する相談や啓発活動を

行います。 
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○ 木造住宅耐震等改修補助の実施 

木造の個人住宅の耐震診断を実施した

り、耐震改修工事費用の一部を市が補助

する「桑名市木造住宅耐震改修促進事業」

を活用し、この制度を適切に案内するこ

とで、将来的な空家化の予防に繋げます。 

○ 桑名市の実施事業との横断的な連携

の検討 

市で取組む事業と横断的に連携し、空

家等の予防啓発の強化検討します。 

○ 高齢者等ひとり一人への支援に向け

の専門家等との連携 

今後も増加する高齢者世帯や単身高齢

者等に対して、法務や不動産の専門家と

連携し、早い段階での相続対策や将来の

売却・活用に対する相談体制を充実させ

ること、また生活相談など福祉的な観点

での市役所や地域包括支援センター等と

の連携の強化を検討します。 

 

４－２ 空家等の流通・活用促進 

利用可能な空家等を地域の資源と捉

え、中古住宅としての市場流通促進や、

地域の活動拠点等としての活用促進を図

ることで、地域の活性化やまちの魅力向

上に繋げるため、以下の取組を実施しま

す。 

○専門家団体の相談窓口への案内などと

の連携 

本市では、空家等の所有者や管理者へ

の啓発、中古住宅としての流通・活用促

進、管理不全の防止や空家等の跡地の活

用を柱とした総合的な空家対策を推進す

るため、不動産、法務、建築、まちづく

り専門家団体との連携して、空家等の所

有者や管理者を対象にした相談体制を整

○ 木造住宅耐震等改修補助の実施 

木造の個人住宅の耐震診断を実施した

り、耐震改修工事費用の一部を市が補助

する「桑名市木造住宅耐震改修促進事業」

を活用し、この制度を適切に案内するこ

とで、将来的な空家化の予防に繋げます。 

○ 桑名市の実施事業との横断的な連携

の検討 

市で取り組む事業と横断的に連携し、

空家等の予防啓発の強化検討します。 

○ 高齢者等ひとり一人への支援に向け

の専門家等との連携 

今後も増加する高齢者世帯や単身高齢

者等に対して、法務や不動産の専門家と

連携し、早い段階での相続対策や将来の

売却・活用に対する相談体制を充実させ

ること、また生活相談など福祉的な観点

での市役所や地域包括支援センター等と

の連携の強化を検討します。 

 

４－２ 空家等の流通・活用促進 

利用可能な空家等を地域の資源と捉

え、中古住宅としての市場流通促進や、

地域の活動拠点等としての活用促進を図

ることで、地域の活性化やまちの魅力向

上に繋げるため、以下の取り組みを実施

します。 

○専門家団体の相談窓口への案内などと

の連携 

本市では、空家等の所有者や管理者へ

の啓発、中古住宅としての流通・活用促

進、管理不全の防止や空家等の跡地の活

用を柱とした総合的な空家対策を推進す

るため、不動産、法務、建築、まちづく

り専門家団体との連携して、空家等の所

有者や管理者を対象にした相談体制を整
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えます。 

空家等の所有者や中古住宅の取得希望

者に対し、専門家団体窓口を案内するこ

とで、中古住宅としての流通に向けた所

有者や取得希望者の動きを支援し、市場

流通の促進を図ります。 

○中古戸建住宅の流通促進の国等の取組

との連携の検討 

住宅等建築物の建築履歴及び維持管理

の情報など、中古戸建住宅の流通促進に

向けた国の動き等と連携した取組の検討

を進めます。 

○子育て世帯や若者の居住促進を目的と

した中古住宅の活用 

所得の低い子育て世帯向けの空家等を

活用した居住促進支援などを検討しま

す。 

○地域の活動拠点等の活用マニュアルの

作成と課題解決に向けた検討 

地域の活動拠点等への空家等の活用事

例をまとめ、他用途施設への活用におい

て必要な手続の流れ、手法等をまとめた

空家等活用マニュアルを作成し、地域住

民等が空家等を活用しやすい環境を整え

ます。 

また、空家等を住宅から他用途の施設

に活用する場合には、建築基準法等の法

令による制約が大きいことが課題となっ

ているため、各種法制度の課題の検討を

します。 

○空家等所有者と利用希望者で情報を共

有する仕組の検討 

地域の活動拠点等他用途施設への活用

を希望する空家所有者と、空家利用希望

者との一層のマッチングを図るため、専

門家団体と連携しながら検討します。 

えます。 

空家等の所有者や中古住宅の取得希望

者に対し、専門家団体窓口を案内するこ

とで、中古住宅としての流通に向けた所

有者や取得希望者の動きを支援し、市場

流通の促進を図ります。 

○中古戸建住宅の流通促進の国等の取組

との連携の検討 

住宅等建築物の建築履歴及び維持管理

の情報など、中古戸建住宅の流通促進に

向けた国の動き等と連携した取り組みの

検討を進めます。 

○子育て世帯や若者の居住促進を目的と

した中古住宅の活用 

所得の低い子育て世帯向けの空家等を

活用した居住促進支援などを検討しま

す。 

○地域の活動拠点等の活用マニュアルの

作成と課題解決に向けた検討 

地域の活動拠点等への空家等の活用事

例をまとめ、他用途施設への活用におい

て必要な手続の流れ、手法等をまとめた

空家等活用マニュアルを作成し、地域住

民等が空家等を活用しやすい環境を整え

ます。 

また、空家等を住宅から他用途の施設

に活用する場合には、建築基準法等の法

令による制約が大きいことが課題となっ

ているため、各種法制度の課題の検討を

します。 

○空家等所有者と利用希望者で情報を共

有する仕組の検討 

地域の活動拠点等他用途施設への活用

を希望する空家所有者と、空家利用希望

者との一層のマッチングを図るため、専

門家団体と連携しながら検討します。 
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４－３ 管理不全な空家等の防止・解消 

適切に管理等が行われていない空家等

は、防災、衛生、景観等において地域住

民の生活環境に悪影響を及ぼしているこ

とが全国的な課題となり空家法が施行さ

れました。 

まずは、空家等所有者等への啓発や注

意喚起、さらには地域住民による見守り

等を普及・支援することで、管理不全な

空家等の防止・解消を促すとともに、周

辺へ悪影響を及ぼす空家等に対しては、

空家法を活用した実効性のある改善指導

を行い、市民の安全・安心を確保するこ

とが必要です。このため、以下の取組を

実施します。 

○ 所有者啓発・地域での取組支援 

所有者・管理者の責務、空家法の概要、

専門家団体窓口の案内を掲載したパンフ

レットを掲載する予定 

○地域の人的資源（高齢者）を活かした

維持管理の仕組みの構築 

地域の元気な高齢者の力を活かした空

家管理の新たな仕組みも検討し、併せて

高齢者の地域社会での活動・貢献の場を

広げるための取組を推進します。 

○空家協力事業者の紹介の仕組みの検討 

管理不全の空家所有者等が自ら改善に

向けて対応がとりやすい環境をつくるた

め、空家の改修や管理等の相談を受ける

ことが可能な協力事業者を募り、紹介す

る仕組の検討をします。 

○空家法を活用した行政内部の連携体制

と改善指導の実施 

第３章の３-3(4)の連携体制により、周

辺住民からの相談に対しては、まずは相

談内容に応じて所管法令の担当課が対応

４－３ 管理不全な空家等の防止・解消 

適切に管理等が行われていない空家等
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家管理の新たな仕組みも検討し、併せて

高齢者の地域社会での活動・貢献の場を

広げるための取り組みを推進します。 

○空家協力事業者の紹介の仕組みの検討 
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○法を活用した行政内部の連携体制と改

善指導の実施 

第３章の３-3(4)の連携体制により、周

辺住民からの相談に対しては、まずは相

談内容に応じて所管法令の担当課が対応
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し、内容が複数の所管にまたがる案件に

対しては、空家法により、連携して改善

指導を行う必要があります。 

このため、各方面から寄せられる空家

等に関する情報の共有化を図ることも重

要であり、空家等の相談に対するデータ

ベースの構築をします。 

○当市独自の空家等対策指導要綱の策定 

市内に所在する空家等が防災、衛生、

景観等の地域住民の生活環境に深刻な影

響を及ぼすことへの未然の防止及び地域

住民の生命、身体又は保護を目的とする

ため、空家法による特定空家等に対して

は、適切に指導を行う必要があります。 

このため、関係所管が連携して共に改

善指導等が行えるよう指導要綱を策定し

ます。 

４－４ 空家等に係る跡地活用 

管理不全な空家等については、空家等

の所有者や管理者に空家等の適正管理を

求める一方、空家等そのものの除却を促

すケースも考えられます。特に密集市街

地等においては、空家等を除却した後の

跡地を、地域の環境改善につなげていく

等の利用を促進するため、以下の取組を

実施します。 

○ 密集市街地対策との連携 

本市では、重点密集市街地での大規模

な延焼等の災害を防止するため、空地の

確保を目的に老朽住宅等の除却工事を実

施するものに対し、除却費用の補助制度

が設けられています（赤須賀地区で取組

む除却支援制度）。この制度の対象とな

る建築物等は昭和56年５月31日以前に着

工された空家等も対象となるため、除却

を促し、空家等を撤去した跡地を防災広

し、内容が複数の所管にまたがる案件に

対しては法により、連携して改善指導を

行う必要があります。 

このため、各方面から寄せられる空家

等に関する情報の共有化を図ることも重

要であり、空家等の相談に対するデータ

ベースの構築をします。 

○当市独自の空家等対策指導要綱の策定 

市内に所在する空家等が防災、衛生、

景観等の地域住民の生活環境に深刻な影

響を及ぼすことへの未然の防止及び地域

住民の生命、身体又は保護を目的とする

ため、法による特定空家等に対しては、

適切に指導を行う必要があります。 

このため、関係所管が連携して共に改

善指導等が行えるよう指導要綱を策定し
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４－４ 空家等に係る跡地活用 

管理不全な空家等については、空家等

の所有者や管理者に空家等の適正管理を

求める一方、空家等そのものの除却を促

すケースも考えられます。特に密集市街

地等においては、空家等を除却した後の

跡地を、地域の環境改善につなげていく

等の利用を促進するため、以下の取り組

みを実施します。 

○ 密集市街地対策との連携 

本市では、重点密集市街地での大規模

な延焼等の災害を防止するため、空地の

確保を目的に老朽住宅等の除却工事を実

施するものに対し、除却費用の補助制度

が設けられています（赤須賀地区で取組

む除却支援制度）。この制度の対象とな

る建築物等は昭和56年５月31日以前に着

工された空家等も対象となるため、除却

を促し、空家等を撤去した跡地を防災広
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場等として空地の確保に努め、災害に強

いまちづくりを推進します。 

○ 木造住宅耐震事業の推進 

本市では、耐震性の低い古い木造住宅

に関する現地調査及び助言を行う建築士

を無料で派遣する「桑名市木造住宅耐震

診断事業」を行っています。この制度に

より、昭和56年５月31日以前に着工され

た木造住宅のうち、本市が空き家と判断

したもののうち、「木造住宅耐震補強助

成事業」及び「木造住宅リフォーム助成

事業」又は「木造空き家住宅除却事業」

の補助の対象となる範囲において制度の

活用を促し、大規模災害における人命及

び安全の確保を推進します。 

○ 建替えや共同建替え等による跡地活

用の検討 

空家等所有者等への状況調査の結果か

ら、空家等所有者等の跡地活用又は個別

建替えや共同建替え等への相談に対応す

る活用事例を案内するなどの検討を行い

ます。 

○その他検討（地域のコミュニティ形成

を促進など） 

老朽化した空家等を除却した跡地を地

域のコミュニティスペースとして活用す

る等、公益的な活用や菜園等への活用事

例を案内するなどの検討を行います。 

 

４－５ 施策一覧 

「４－１ 空家等の予防」から「４－４ 

空家等の跡地活用」に記載した具体的な

施策を一覧としてまとめ、関係所管との

連携体制の確保や本市の空家等対策の取

組状況を整理します。 
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○ 建替えや共同建替え等による跡地活
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空家等所有者等への状況調査の結果か

ら、空家等所有者等の跡地活用又は個別

建替えや共同建替え等への相談に対応す

る活用事例を案内するなどの検討を行い

ます。 

○ その他検討（地域のコミュニティ形

成を促進など） 

老朽化した空家等を除却した跡地を地

域のコミュニティスペースとして活用す

る等、公益的な活用や菜園等への活用事

例を案内するなどの検討を行います。 

 

４－５ 施策一覧 

「４－１ 空家等の予防」から「４－４ 

空家等の跡地活用」に記載した具体的な

施策を一覧としてまとめ、関係所管との

連携体制の確保や本市の空家等対策の取

り組み状況を整理します。 
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空家等施策の柱 取組主体 短期的に必要な施策 継続的な施策 

（１） 

空家等の予防 

（所有者への啓発） 

・行政   

・所有者等   

・地域住民   

・専門団体   

（２） 

空家等の流通活用等 

の促進 

・行政   

・所有者等   

・地域住民   

・専門団体   

（３） 

管理不全な空家等の 

防止及び解消 

・行政   

・所有者等   

・地域住民   

・専門団体   

（４） 

空家等の跡地活用 

・行政   

・所有者等   

・地域住民   

・専門団体   

 

空家等施策の柱 取組主体 短期的に必要な施策 継続的な施策 

（１） 

空家等の予防 

（所有者への啓発） 

・行政   

・所有者等   

・地域住民   

・専門団体   

（２） 

空家等の流通活用等 

の促進 

・行政   

・所有者等   

・地域住民   

・専門団体   

（３） 

管理不全な空家等の 

防止及び解消 

・行政   

・所有者等   

・地域住民   

・専門団体   

（４） 

空家等の跡地活用 

・行政   

・所有者等   

・地域住民   

・専門団体   

 


